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 Ⅰ 第２期岬町総合戦略の策定にあたって  

 

 １  策定の趣旨（第２期策定の経緯）  

 

人口減少・少子高齢化が進展する中、国においては、人口減少に歯止めをかけ、東京圏への人口の過

度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維

持することを目的に、平成 26（2014）年 11 月、「まち・ひと・しごと創生法」が制定され、これに基

づき、第１期（平成 27（2015）～令和元（2019）年度）まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下、

総合戦略という。）が策定されました。さらに、令和元（2019）年には、第１期で進められてきた施策

の検証を行い、「継続は力なり」という姿勢を基本にして、令和２（2020）年度を初年度とする５か年

の目標や施策の方向性をとりまとめた第２期の総合戦略が策定されました。 

岬町では、まち・ひと・しごと創生法に基づき、平成 28（2016）年に第１期の岬町まち・ひと・し

ごと創生総合戦略（以下、第１期岬町総合戦略という。）及び岬町人口ビジョンを策定、人口の現状と

将来展望、そして５カ年の本町の施策の方向を提示し、進行する人口減少・少子高齢化に歯止めをかけ、

魅力と活力あるまちの実現に向けて取り組んでまいりました。 

第１期岬町総合戦略の計画期間は令和元（2019）年度末に満了を迎えることになっていましたが、

第 4 次岬町総合計画の計画期間が令和 2（2020）年度までであり、第１期岬町総合戦略を 1 年間延長

することで、第 5 次岬町総合計画の策定に向けた検討と一体的に検討ができるほか、計画策定後も一体

的に進行管理ができるなど、効率的かつ効果的な計画の推進が期待できることから、計画期間を令和 2

（2020）年度まで延長しました。 

第１期岬町総合戦略の検証を行い、国の第２期総合戦略や第 5 次岬町総合計画を踏まえ、人口減少へ

の対策の強化に加えて、Society5.0（未来技術）など新しい視点を盛り込み、岬町の強みや特徴を活か

した今後 5 か年の地方創生の指針となる第２期岬町まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下、第 2 期岬

町総合戦略という。）を策定します。 
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 ２  国の第２期総合戦略  

 

（１）国の基本的な考え方 

 

国では、第１期総合戦略で定めた４つの基本目標「地方にしごとをつくり、安心して働けるようにす

る」、「地方への新しいひとの流れをつくる」、「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」、「時

代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する」に基づき取組を進め

てきました。第２期総合戦略では、第１期総合戦略の成果と課題などを踏まえて政策体系を見直し、加

えて、「多様な人材の活躍を推進する」と「新しい時代の流れを力にする」の２つを横断的な目標とし

て定めています。 

 

国の第２期総合戦略（令和元年 12 月閣議決定）抜粋 

Ⅰ．第２期の主な取組の方向性 

１．東京一極集中の是正に向けた取組の強化 

●地方への移住・定着の促進 

●地方とのつながりを強化 

・関係人口の創出・拡大 

・企業版ふるさと納税の拡充 

２．まち・ひと・しごと創生の横断的な目標に基づく施策の推進 

●多様な人材の活躍を推進する 

・多様なひとびとの活躍による地方創生の推進 

●新しい時代の流れを力にする 

・地域における Society5.0 の推進 

 

Ⅱ．第２期総合戦略の政策体系 

１．目指すべき将来 

●将来にわたって「活力ある地域社会」の実現 

●「東京への一極集中」の是正 

２．基本目標 

●基本目標１ 稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする 

●基本目標２ 地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる 

●基本目標３ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

●基本目標４ ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる 

  

⇒地方移住の裾野を拡大 
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３．横断的な目標 

●横断的な目標１ 多様な人材の活躍を推進する 

●横断的な目標２ 新しい時代の流れを力にする 
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（２）Society5.0（未来技術）の活用に関する取組について 

 

Society5.0 とは、現在の情報化社会の次に訪れるとされている社会のことで、「サイバー空間（仮想

空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解

決を両立する」ものです。このような社会では、IoT ですべての人とモノがつながり、様々な知識や情

報が共有され、今までにない新たな価値が生み出されると考えられています。 

国全体が Society5.0 の実現に向けて歩みを進める中で、岬町でも未来技術を用いた ICT（情報通信

技術）などを活用することで、地域の機能やサービスを効率化・高度化し、具体的な課題解決及び地域

の魅力向上につなげていくスマートシティの実現に取り組むことが重要です。第２期岬町総合戦略では、

未来技術をまち・ひと・しごとのあらゆる分野において積極的に活用することで、町の課題解決に努め、

住民生活の利便性向上を図ります。 

また、医療、福祉、教育など社会全体の未来技術の実装を支援することを通じて、デジタル・トラン

スフォーメーション（DX）の推進を図ります。 

さらに、これらの技術の活用にあたっては、事業者や大学などを含め、産官学が連携して進めていく

ことで、よりよいまちづくりの推進に取り組みます。 
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（３）SDGsに関する取組について 

 

「持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）」は、平成 27（2015）年９月

に国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」における、社会・経済・環

境面における「持続可能な開発」を目指す、先進国も途上国も含めた令和 12（2030）年までの国際社

会共通の目標です。SDGs には 17 のゴールと 169 のターゲットが掲げられており、「誰一人取り残さ

ない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現に向け、すべての関係者により、経済・社会・環境

を巡る広範な課題に同時解決的に取り組むものです。 

日本政府においても、平成 28（2016）年５月に「持続可能な開発目標（SDGs）推進本部」を設置

し、平成 28（2016）年 12 月に SDGs 実施指針の中で８つの優先的課題を掲げ、地方創生の視点にも

立って、地方自治体における持続可能な SDGs の達成を目指すこととしています。 

こうした中、岬町においては、地域の課題に対し、産官学をはじめとする多様なステークホルダーと

の連携を図り、持続可能な地域づくりを進めることとしており、第２期岬町総合戦略では、SDGs の理

念に沿った様々な取組を通して、地方創生の推進と地域の活性化を目指します。 
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 ３  総合戦略の位置づけ（総合計画などとの関連）  

 

総合計画は、まちづくりの中長期的な方向性を示したものであり、日常生活に関わる様々な行政サー

ビスをはじめとして、福祉や教育の充実、都市基盤の整備、産業の振興など、岬町が取り組むすべての

施策の方向性を示すものです。 

総合戦略は、総合計画の分野別計画の一つとして位置づけ、人口減少克服と地方創生に主眼を置いた

施策の体系化を図り、将来の人口展望を見据え、各種の個別計画との整合を図りながら、分野横断的に

推進していくための方向性を定めたものです。 

 

■第５次岬町総合計画と第２期岬町総合戦略、第２期岬町人口ビジョンのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■基本目標及び具体的な施策と総合計画の施策の関係と連携 

 

 

1 2 3 4 5 1 2 3 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 7

１） 移住・定住の支援 ●

２） 関係人口の創出・拡大 ● ● ● ● ● ● ●
３） 観光の振興 ● ● ● ● ● ● ● ●

４）
タウンプロモーションの推
進

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

１） 結婚・出産・子育ての支援 ● ● ● ● ● ● ●

２） 次代を担う人材の育成 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
１） 地域資源を活かしたまちの

魅力強化
●

２） 地域産業の競争力強化 ● ● ●
３） 雇用対策の推進 ● ● ● ●

１） 生活インフラの確保 ● ● ● ● ● ●

２） 安全・安心な暮らしの確保 ● ● ● ● ● ● ●

３） 誰もが健康で暮らしやすい
まちづくりの推進

● ● ● ● ● ● ● ● ●

４） 地域コミュニティの活性化 ● ● ●

５） 広域連携の推進 ● ●

４．安全・安心な暮らしがで
　　きる魅力的なまちをつく
　　る

１．新しい⼈の流れをつく
　　り、定住と交流を促進
　　する

２．結婚・出産・子育て・教
　　育の希望をかなえる

３．経済を活性化し、安定
　　的な雇用を創出する

第
２
期
岬
町
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略

基本目標 具体的な施策

第５次岬町総合計画　施策体系

1  健康・福祉・
子育て

2  教育
　・文化

3  産業・観光
4  生活環境

・防災
5  都市基盤 6  協働・人権・行政

第５次岬町総合計画 

基本構想 

基本計画 

施策 

実施計画 

施策 施策 施策 施策 施策 施策 

重点的施策 

第４次岬 

 

 

第 2 期岬町人口ビジョン 

 
 
 
 
 

第 2 期岬町総合戦略 

基本目標 

１ 

基本目標 

２ 

基本目標 

３ 

基本目標 

４ 

重点的施策 重点的施策 重点的施策 
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 ４  第２期岬町総合戦略の計画期間  

 

令和３（2021）年度から令和 7（2025）年度までの 5 年間とします。 

 

 ５  人口ビジョン（人口動向とビジョンの見直し）  

 

岬町の人口の現状から、岬町の自然増減・社会増減についての条件を次のとおり設定した場合の将来

見通しは以下のとおりとなります。町が実施した将来人口推計による人口の推移を、自然増減・社会増

減について次に示す条件の下で推計したケースの見通しに近づけていくため、第２期岬町総合戦略に掲

げる取組を着実に進めていく必要があります。 

 

 合計特殊出生率 純移動率（社会動態） 

社人研準拠（※1） 令和 27（2045）年に 1.02 になり、その

後も維持すると仮定 

平成 22（2010）年及び平成 27（2015）

年の人口（国勢調査（10 月 1 日時点））

を基に純移動率を仮定 

第2期人口ビジョン

の将来展望（案） 

合計特殊出生率が令和 22（2040）年 1.36

（2019 年の日本全体の合計特殊出生率）

になり、その後も維持すると仮定 

人口移動が均衡したと仮定した場合（転

入・転出数が同数となり、移動がゼロ

と仮定 

（※１）国立社会保障・人口問題研究所から発表された「日本の地域別将来推計人口（平成 30 年推計）」

の数値に基づき、総務省が再計算した数値 

【合計特殊出生率の推移】 

 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年以降 

社人研準拠 1.02 1.01 1.01 1.02 1.02 

将来展望 1.14 1.17 1.21 1.29 1.36 

第２期人口ビジョンでは、2060 年の総人口を社人研準拠よりも約 4.4 千人多い約 8.8 千人程度の確

保を目標とします。 
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 ６  第１期岬町総合戦略の検証  

 

第１期岬町総合戦略では、第４次岬町総合計画に定める本町の将来像を実現し、岬町人口ビジョンで

定める将来目標を達成するため、施策の方向性を考慮して４つの基本目標を定めました。 

 

第１期岬町総合戦略の基本目標 

 

 

 

第 2 期岬町総合戦略を策定するにあたり、第１期岬町総合戦略の取組の実施状況について、以下のと

おり検証を行いました。この検証結果を踏まえ、第２期岬町総合戦略を策定します。 

 

第１期岬町総合戦略における数値目標及びＫＰＩの評価 

達成度 総合的評価 

①大きく達成（100％以上） 

②ほぼ達成（70～100％未満） 

③未達成（70％未満）） 

2.順調 

1.概ね順調 

0.5 やや不調 
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基本目標１「新しい人の流れをつくる」は、ほぼ目標を達成（70～100％未満）していますが、施策

の重要業績評価指標（KPI）については、目標達成 1 件、ほぼ達成 1 件、未達成が 2 件あり、若年層の

定住と観光客の取り込みに課題があります。 

 

第１期岬町総合戦略の基本目標の達成状況と今後の方向性 

基本目標１「新しい人の流れをつくる」 達成度 
総合的 
評価 

社会増減数 ② １ 

観光入込数 ② １ 

具体的な施策 重要業績評価指標(KPI) 達成度 
総合的 
評価 

施策１ 移住・定住の支援 若年層（20～39 歳）の転出超過数 ③ 0.5 

空き家率 ② 1 

施策２ 観光の振興 滞在人口（休日 14 時の人口） ③ 0.5 

施策３ タウンプロモーションの推進 町 HP 特設サイトアクセス数 ① 2 

 

基本目標２「少子化を克服し、まちの次代を担う人材を育成する」は、目標を達成（100％以上）し

ていますが、施策の重要業績評価指標（KPI）については、目標達成 2 件、ほぼ達成 2 件、未達成が 5

件あり、結婚・出産・子育てと児童・生徒の学校への興味に課題があります。 

 

基本目標２「少子化を克服し、まちの次代を担う人材を育成する」 達成度 
総合的 
評価 

合計特殊出生率 ― ― 

岬町に愛着を感じる住民の割合 ① ２ 

具体的な施策 重要業績評価指標(KPI) 達成度 
総合的 
評価 

施策１ 結婚・出産・子育ての支援 婚姻率（千対率） ③ 0.5 

妊娠届が満 11 週まで提出される割合 ③ 0.5 

こんにちは赤ちゃん（乳児家庭全戸訪問）訪問率 ③ 0.5 

子育て施策の満足度 ③ 0.5 

ファミリーサポートセンター登録者数 ② 1 

子育て支援センター利用者数 ① 2 

施策２ 次代を担う人材の育成 全国学力・学習状況調査 ② 1 

全国体力・運動能力、運動習慣等調査 体力合計点 ① 2 

学校に行くのは楽しいと思う児童・生徒の割合 ③ 0.5 
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基本目標３「安定的な雇用を創出する」は、目標を達成（100％以上）していますが、施策の重要業

績評価指標（KPI）については、目標達成 2 件、ほぼ達成 1 件、未達成が 2 件あり、産業の活性化に課

題があります。 

基本目標３「安定的な雇用を創出する」 達成度 
総合的 
評価 

町の取組による雇用創出数 ① ２ 

従業員数 ― ― 

具体的な施策 重要業績評価指標(KPI) 達成度 
総合的 
評価 

施策１ 地域産業の創出 事業所数 ③ 0.5 

施策２ 地域産業の競争力強化 事業所数（再掲） ③ 0.5 

道の駅への出荷件数 ① 2 

施策３ 雇用対策の推進 地域就労支援事業による就職件数 ① 2 

シルバー人材センター登録者数 ② 1 

 

基本目標４「安全・安心な暮らしを守る」は、目標を達成（100％以上）していますが、施策の重要

業績評価指標（KPI）については、目標達成 4 件、ほぼ達成 2 件、未達成が 7 件あり、生活インフラ、

健康、コミュニティに関する課題があります。 

基本目標４「安全・安心な暮らしを守る」 達成度 
総合的 
評価 

これからも岬町に住み続けたいと思っている住民の割合 ① ２ 

岬町での生活に満足している住民の割合 ① ２ 

具体的な施策 重要業績評価指標(KPI) 達成度 
総合的 
評価 

施策１ 生活インフラの確保 コミュニティバスの利用者数 ③ 0.5 

小売事業者数 ③ 0.5 

下水道普及率 ① 2 

施策２ 安全・安心な暮らしの確保 自主防災組織数 ③ 0.5 

交通事故件数 ① 2 

犯罪発生件数 ② 1 

施策３ 誰もが健康で暮らしやすいま

ちづくりの推進 

いきいきパークみさきの利用者数 ① 2 

健康ふれあいセンターの利用者数 ③ 0.5 

シルバー人材センター登録者数 ② 1 

いきいきサロン開催数 ③ 0.5 

施策４ 地域コミュニティの活性化 自治区加入率 ③ 0.5 

岬ゆめみらいサポート事業数 ③ 0.5 

施策５ 広域連携の推進 広域連携事業数 ① 2 
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 Ⅱ 第２期岬町総合戦略の方向性  

 

 １  岬町の課題  

 

（１）「自然減」の抑制 

自然減は、「死亡数」が「出生数」を大幅に上回る状態が続いているためであり、自然減を抑制す

るためには「出生率」を向上させていく必要があります。 

また、出生率の向上に向けて、このまちに住み、子どもを産み育てたい人の希望を実現するため、

出会いや結婚を支援し、妊娠・出産から子育て支援まで切れ目のない施策の充実を図る必要がありま

す。 

（２）「社会減」の抑制 

若い世代を中心とする転出超過のうち、特に、近隣市への流出が本町の人口減少につながっていま

す。一方で、進学などにより町外に転出した若い世代が、そのまま町外に住み続ける割合が高いこと

も人口減少につながっています。 

転出超過の改善に向けて、近隣市への転出抑制に加え、進学などにより町外に転出した若者や新た

に移住を希望する方が、このまちに住み、生活したいと思えるような住環境や就労の希望を実現でき

る雇用環境などの整備・充実を図る施策に取り組む必要があります。 

（３）長期的かつ総合的な観点でのまちづくり 

人口減少の要因は、様々な要素が関係していることから、長期的かつ総合的な観点で施策を実行し、

まちづくりを推進していく必要があります。 

時代にあった地域をつくり、地域と地域が連携した持続可能なまちづくりを進めるため、特に、地

域資源の活用、地域の将来を支える人づくり、交流の促進に取り組む必要があります。 

 

 ２  岬町の方向性  

 

第２期岬町総合戦略では、岬町人口ビジョンを踏まえ、国の示す政策分野に基づくとともに、第１期

岬町総合戦略で掲げた基本目標の趣旨や施策などを引き継ぐこととします。 

４つの「基本目標」を設定し、人口減少に歯止めをかけるとともに、人口減少社会に対応できるまち

づくりを着実に進めていくものとします。 

各施策には、短期的に実施が可能な施策と構造的な改革を視野に入れて中長期に継続的に実施すべき

施策の両方を含んでおり、第５次岬町総合計画（令和３年（2021 年）から令和 12 年（2030 年））と

の整合を図った内容とします。 
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 ３  第２期岬町総合戦略の基本目標  

 

総合戦略に掲げる基本目標と、それを達成するための具体的取組を示した戦略の体系を以下のとおり

とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４  横断的な目標  

 

 

  

１）地域資源を活かしたまちの魅力強化 

２）地域産業の競争力強化 

３）雇用対策の推進 

基本目標３ 

経済を活性化し、安定的な雇用を創

出する 

１）生活インフラの確保 

２）安全・安心な暮らしの確保 

３）誰もが健康で暮らしやすいまちづくりの推進 

４）地域コミュニティの活性化 

５）広域連携の推進 

基本目標４ 

安全・安心な暮らしができる魅力的

なまちをつくる 

１）結婚・出産・子育ての支援 

① 結婚希望の実現 

② 妊娠・出産の支援 

③ 子育ての支援 

２）次代を担う人材の育成 

基本目標２ 

結婚・出産・子育て・教育の希望を

かなえる 

１）移住・定住の支援 

２）関係人口の創出・拡大 

３）観光の振興 

４）タウンプロモーションの推進 

基本目標１ 

新しい人の流れをつくり、定住と交

流を促進する 

１）幅広い連携の推進 
横断的目標Ⅰ 

多様な人材の活躍を推進する 

１）新しい時代の動きの活用 
横断的目標Ⅱ 

新しい時代の流れを力にする 
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非常に不安に感じる

39.9%

ある程度不安に感じる

35.7%

あまり不安に感じない

5.4%

不安に感じない

4.8%
わからない

10.8%

無回答

3.4%

n=353

参考：住民意識調査による人口減少対策の考え方 

 

① 人口減少、少子高齢化への不安について 

「非常に不安に感じる」、「ある程度不安に感じる」を合わせると７割を超え、多くの住民が不安を感

じていることがわかります。本町では、就学、就職、結婚を機に町外に転出する若者世代が多く、U タ

ーンは子育てを終えた世代に若干見られる程度であり、転出超過によって人口減少が続いています。こ

のため、若者世代の定住と子育て層の転入を促進し、人口減少を食い止め、人口構造を転換することが

必要であると考えられます。 

 

問 岬町では人口減少とともに少子高

齢化が進んでいます。人口減少と少

子高齢化が進むことについてどう思

いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

② 人口減少への対応について 

「人口を増やすようにするべき」、「人口の減少幅を小さくするべき」、「現状の人口を維持するべき」

を合わせると 7 割を超えており、現時点では少子高齢化による深刻な問題は生じていないものの、将来

的な問題に対し現時点から対策を講じることの必要性が住民意識調査からも明らかとなっています。 

 

問 岬町の人口は、現在約 1 万６千人

足らずですが、このまま人口減少が

続けば、25 年後（2040 年）には約

1 万人まで減少すると推計されてい

ます。岬町の将来の人口についてど

う思いますか。 

 

  

46.5%

13.6%

13.0%

11.6%

4.8%

1.1%

6.8%

2.5%

0% 20% 40% 60%

⼈口を増やすようにするべき

⼈口の減少幅を小さくするべき

現状の⼈口を維持するべき

このまま⼈口が減少しても仕方がない

⼈口が増えても減ってもどちらでもいい

⼈口の減少は望ましい

わからない

無回答 n=353
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③ 人口減少克服のための取組について 

人口減少を克服し、活力ある社会を目指して本町が取り組むべきことについて、最も重視することで

は「産業を振興し、安定した雇用を創出する取組」が最も多くなっています。本町の従業人口及び事業

所数は近年減少し続けており、人口減少を食い止めるためには、従業地への交通利便性の向上とともに、

職住近接の実現により定住環境を整える必要があるため、産業を振興し、就業機会を増やすことが重要

であると考えられます。 

 

問 人口減少を克服し、活力ある社会

を目指して岬町が取り組むべきこと

について、最も重視することは何だ

と思いますか。 

 

 

 

 

 

 

④ 将来の望ましいまちのすがたについて 

本町が将来どのようなまちになることが望ましいかという設問では、「福祉と医療の充実したまち」

が約 5 割を占め、最も多くなっています。超高齢社会においては、高齢者を一律に捉えるのではなく、

年代に応じて身体と心の安心できる環境が整えられていることが求められます。このため、福祉や医療

の充実とともに、高齢者が生きがいを持って社会に参画し、いつまでも安心して暮らせるよう取組を進

めていくことが重要となっています。 

 

問 あなたは、岬町が将来どのような

まちになることが望ましいと思いま

すか。 

 

 

  

47.3%

33.4%

30.9%

28.3%

27.2%

22.1%

17.6%

12.7%

9.1%

6.2%

5.4%

4.8%

2.3%

5.9%

0% 20% 40% 60%

福祉と医療の充実した“まち”

地元の産業が元気な“まち”

災害・犯罪のない安全・安心な“まち”

子育てや教育に熱心な“まち”

自然環境や景観を重視する“まち”

⼈と⼈とのふれあいを大切にした“まち”

観光・レクリエーションが盛んな“まち”

道路や下水道などの都市基盤が整備された“まち”

スポーツ活動・健康づくりの盛んな“まち”

住民が積極的にまちづくりにかかわる“まち”

芸術・文化活動の盛んな“まち”

省エネやリサイクルなどの環境問題に取り組む“まち”

その他

無回答 n=353

32.6%

15.3%

15.3%

11.0%

10.8%

4.5%

1.4%

9.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

産業を振興し、安定した

雇用を創出する取組

地域の資源を活かした⼈の流れ

安全で安心して地域で

暮らせる地域づくりの取組

移住促進やＵターンなど

定住促進に向けた取組

結婚・出産・子育ての

希望をかなえる取組

地域を担う子どもの教育環境の整備や

ふるさとを慕う子どもの育成の取組

その他

無回答 n=353
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 Ⅲ 施策と主な取組  

 

 基本目標１  新しい人の流れをつくり、定住と交流を促進する  

● まちの魅力づくりと情報発信に努め、定住人口の増加と交流人口の拡大を図ります。 

● 町や地域と関わりのある町外からの新しい人の流れ（「関係人口」）を活かした取組を進めます。 

 

基本的方向 

● 移住・定住者の視点に立ち、雇用や住まいなどの移住・定住の条件を向上する総合的な環境整備

を行い、移住・定住を促進するとともに、移住者の潜在需要を開拓するため、観光振興や情報発

信によってまちの交流人口を拡大し、新しい人の流れを創り出します。 

● 町外に居住しながらも、町や住民と関わり、継続的に地域に貢献する「関係人口」という新たな

人の動きに着目し、地域の課題解決につながる仕組みづくりを推進します。また、地域経済の活

性化を推進するため、「交流人口」や「関係人口」の創出・拡大を図ります。 

数値目標 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

社会増減数（単年度）※1 
▲86 人（日本人） 

（2019 年） 
0 人 

主要観光関連施設来館者数（単年度） 
1,948,000 人 

（2019 年） 
1,600,000 人 

※1 住民基本台帳人口移動報告 

 

具体的な施策と重要業績評価指標（KPI） 

１）移住・定住の支援 

● 移住・定住を促進するため、移住・定住に対する優遇制度の整備、空き家バンク制度の充実、民

間事業者と連携した住宅の確保など、移住・定住希望者のニーズに応じる取組を進めるとともに、

本町の魅力を広く効果的に発信します。 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

若年層（20～39 歳）の転出超過数（単年度）※1 
▲100 人（日本人） 

（2019 年） 
▲80 人 

空き家率（単年度）※2 
17.9% 

（2018 年） 
現状を下回る 

※1 住民基本台帳人口移動報告  ※2 住宅・土地統計調査 

《具体的な事業》 

■住宅取得等支援 

・移住・定住に対する優遇制度の整備（新築、中古住宅の購入支援、金融機関との連携による住宅ロ

ーン金利低減、奨学金返済支援制度の導入など） 
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・三世代同居・近居のための支援（リフォーム支援など） 

・空き家バンク制度の充実（空き家実態調査、登録空き家への支援、民間事業者との連携など） 

・民間賃貸住宅にかかる支援 

 

■その他 

・移住を促進するための情報発信の推進 

・移住者ワンストップ窓口の検討 

・テレワークの推進 

 

２）関係人口の創出・拡大 

● 関係人口の創出・拡大を図るため、ボランティア活動やワークショップを通じて、継続的に地域

に貢献する取組を推進します。 

● 岡山県美咲町と「友好交流都市協定」及び「災害時相互応援協定」を締結し、幅広い分野で、連

携・交流を推進します。 

● 地域おこし協力隊を配置し、新たな視点でまちづくりを推進します。 

● 多くの企業に企業版ふるさと納税の活用事業や本町の取組を PR し、本町に関わりを持つ企業の創

出・拡大を図ります。 

● 本町のまちづくりを応援する個人または団体からのふるさと納税を通じて、ふるさと納税制度を

きっかけとした本町の魅力発信と本町に関わりを持つ人の創出・拡大を図ります。 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

学校間交流に参加した人数（単年度） 0 人 400 人 

企業版ふるさと納税の寄附額（単年度） 0 千円 10,000 千円 

企業版ふるさと納税（人材派遣型）の人材受け入れ数

（単年度） 
0 人 1 人 

ふるさと納税の寄附額（単年度） 
8,625 千円 

（2019 年） 
20,000 千円 

地域おこし協力隊の任期終了後の定住者数（単年度） 0 人 2 人 

 

《具体的な事業》 

・岡山県美咲町との連携・交流（児童・生徒交流事業、特産品を活用した給食の実施、イベント開催

など） 

・企業版ふるさと納税寄附活用事業 

・企業版ふるさと納税（人材派遣型）の活用 

・ふるさと納税寄附活用事業 

・地域おこし協力隊の活用 

・関係人口の創出・拡大に向けた仕組みづくりの検討 
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3）観光の振興 

● 本町への来訪者を増やし、まちの魅力を実体験してもらい、U・I・J ターンにつなぐため、マリン

レジャーをはじめとした体験型観光やスポーツツーリズムの取組を進めるとともに、地域資源を

活かした新たな“みさきブランド”を確立します。 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

滞在人口（休日 14 時の人口）（単年度）※1 

15,215 人/月 

（年平均） 

（2019 年） 

25,000 人/月 

（年平均） 

※1 RESAS 

 

《具体的な事業》 

■観光資源の整備 

・地域資源を活かした“みさきブランド”の確立（地域特産品の開発支援、販路開拓の支援など） 

・自然環境の保全・活用の推進（環境保全活動、体験学習の場としての活用など） 

・観光交流拠点の整備・活用〔（仮称）みさき公園観光案内所、深日港観光案内所（さんぽるた）、道

の駅みさき（夢灯台）〕 

・自転車走行空間の整備の検討 

・観光客の受入環境の充実（観光マップ、案内看板、シェアサイクル、レンタサイクル、Wi-Fi の整

備など） 

・体験型観光の推進（マリンレジャー、工場見学、環境保全活動など） 

・スポーツツーリズムの推進（ウォーキング、サイクリング、マリンスポーツの取組、スポーツ大会・

合宿の誘致、イベントの開催など） 

・観光ルート・フットパスの整備（大学、住民との協働によるルート設定など） 

・広域サイクルツーリズム事業の推進 

・深日港を活用したにぎわいの創出（みなとオアシスみさきの PR など） 

・観光集客を推進するプラットフォームとなる DMO（KIX 泉州ツーリズムビューロー）の活用 

・日本遺産として登録された葛城修験道の整備・活用 

・新たなみさき公園の整備 

・みさき農とみどりの活性化構想の推進 

■イメージ・知名度の向上 

・マスコットキャラクターの活用（みさっきーグッズ作成など） 

・イベント開催や地域のイベントの支援 

・魅力発信による誘客の促進 

・外国人観光客の誘致の推進（町内施設との連携、外国語パンフレット作成など） 

■観光インフラの整備 

・大阪府と連携した民泊の検討 

・近隣自治体などと連携した広域連携に資する海上交通ルートの整備の検討（深日港航路） 

・幹線道路網の整備（第二阪和国道 4 車線化、町道西畑線） 
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４）タウンプロモーションの推進 

● 都市部からの移住を促進するため、本町の強みを更に磨くとともに、ターゲットに応じた戦略的

かつ効果的なプロモーションを推進します。 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

ホームページアクセス件数（単年度） 128,456 件 200,000 件 

 

《具体的な事業》 

・タウンプロモーションの推進（プロモーションビデオの作成・放映、広報活動の推進など） 

・メディア、民間事業者、大阪府、近隣市町と連携した情報発信の推進 

・SNS など多様な ICT を活用した情報発信の推進 

・大学との連携の推進（フィールドワークの受入） 

・魅力発信による誘客の促進【再掲】 
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 基本目標２  結婚・出産・子育て・教育の希望をかなえる  

● 結婚・出産・子育ての切れ目ない支援により、少子化を克服するとともに、次代のみさきを担う人

材の育成、確保を図ります。 

 

基本的方向 

● 誰もが結婚の希望を実現し、安心して子どもを産み、育てることができる環境づくりを進めると

ともに、まちの素晴らしい自然環境や小さなまちだからできるきめ細やかな対応、親密なコミュ

ニティといった地域の特性を活かし、こどもたちが心身共に健やかに育ち、まちへの愛着を育む

教育を進めます。 

数値目標 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

合計特殊出生率※1 
1.14 

（2013～2017 年） 
1.17 

岬町に愛着を感じる住民の割合（単年度）※2 
73.4％ 

（2019 年） 
80％ 

※1 人口動態統計特殊報告  ※2 第５次総合計画策定に関する住民意識調査 

 

具体的な施策と重要業績評価指標（KPI） 

１）結婚・出産・子育ての支援 

①結婚希望の実現 

● 結婚の希望が実現できるようにするため、総合的に応援する仕組みを整えます。 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

婚姻率（千対率）（単年度）※1 
3.1 

（2018 年） 
4.6 

※1 大阪府 人口動態調査 

《具体的な事業》 

・婚活事業の推進（婚活イベント、出会いの場の創出・提供の支援、民間事業者との連携など） 

・結婚新生活のスタートアップに係るコストの支援 

 

②妊娠・出産の支援 

● 安心して出産ができるようにするため、総合的に応援する仕組みを整えます。 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

妊娠届が満 11 週まで提出される割合（単年度） 
91.2％ 

（2019 年） 
100％ 

こんにちは赤ちゃん（乳児家庭全戸訪問）訪問率（単

年度） 

92.1％ 

（2019 年） 
100％ 
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《具体的な事業》 

・不妊・不育治療の支援 

・妊娠初期からの包括的な支援（妊婦健診、両親教室、マタニティサークル、乳幼児健診等母子保健

事業の充実など） 

・出産後の母親の不安・負担の軽減を図る産後ケア事業の推進 

・周産期・小児期医療の確保 

・出産時の経済的な支援（出産祝い金など） 

 

③子育ての支援 

● 子育て世帯が抱く不安を緩和し、子どもを安心して産み育てられるようにするため、医療、保

育、教育、就労など子育ての各段階に応じた施策を切れ目なく提供するとともに、総合的に応

援する仕組みを整えます。 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

子育て施策の満足度（単年度）※1 
28.6％ 

（2019 年） 
50％ 

ファミリーサポートセンター登録者数（単年度） 

援助34人 

利用34人 

（2019年） 

援助 40 人 

利用 40 人 

子育て支援センター利用者数（単年度）※2 5,160人 5,400 人 

※1 第５次総合計画策定に関する住民意識調査 

※2 子育て支援センター利用者数は、町外からの親子の参加も含みます。 

《具体的な事業》 

■情報の提供 

・子育て支援冊子の作成 

・子育て応援ポータルサイトの運営 

■子育て利便施設の整備 

・赤ちゃん駅の整備・登録 

・子どもや子育て世代に優しい公共施設の整備 

■保育環境の向上 

・給食の無償化（保育所） 

・保育機能の充実（延長保育、子育て短期支援事業、病児・病後保育事業、一時預かり事業の実施など） 

・保育施設の整備（淡輪保育所の整備） 

・幼保連携型認定こども園の検討 

・ファミリーサポートセンター事業の推進 

・子育て支援センター機能の充実 

・放課後児童健全育成事業の充実 

・子ども医療費の助成の充実 

・多子世帯の支援の検討 

・ワーク・ライフ・バランスの推進（男女共同参画事業の推進、地域就労支援事業の推進など） 
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２）次代を担う人材の育成 

● 本町に定住し、次代を担う子どもたちを育むため、教育環境の整備を図るとともに、特色ある教

育を推進し、「確かな学力」・「豊かな心」・「健やかな体」を基礎とした「生きる力」やまちの魅力

を知ることによって生まれる「郷土への愛着心」を養います。 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

全国学力・学習状況調査（単年度） 

4科目中3科目で全国

平均を上回る 

（2019 年） 

全国の平均正答率を

上回る 

全国体力・運動能力、運動習慣等調査体力合計点（単

年度） 

男女共に全国平均を

上回る 

（2019 年） 

男女共に全国平均を

上回る 

学校に行くのは楽しいと思う児童・生徒の割合（単年

度） 

全国平均を下回る 

（2019 年） 
全国平均を上回る 

※1 岬町「学力・学習状況調査結果」 

《具体的な事業》 

■学力の向上 

・児童・生徒の学力の向上（教員研修の充実、家庭学習の推進、放課後学習の実施、教育（学校外）

バウチャーの検討、大学との連携など） 

・学校教育の充実（外国語教育、理科教育の推進、アクティブラーニングの推進など） 

・幼保小連携の推進 

・小中学校連携教育の推進 

・国際理解教育の推進（ALT 派遣など） 

・キャリア教育の推進 

■教育環境の充実 

・学習環境の充実〔GIGA スクール構想の推進、ICT 機器を活用した教育環境の向上、学校図書の充

実、耐震対策（非構造部材）、空調設備・洋式・多目的トイレの整備など〕 

・小中学校の体育館に空調機器整備の検討 

・長寿命化計画の推進 

・給食の無償化（幼稚園） 

・一時預かり事業の実施 

■こころと体の育み 

・教育相談体制の充実（スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの派遣など） 

・体力・運動能力の向上（外部指導員の派遣など） 

・食育事業の推進 

■地域社会の連携 

・地域に開かれた学校づくりの推進（学校運営協議会の検討） 

・子どもの見守り活動の推進（子ども安全見守り活動など） 

・世代間交流の推進（高齢者と児童・生徒との交流事業の実施、児童・生徒のボランティア活動の推進など） 

■地域に対する誇りの醸成 

・自然環境の保全・活用の推進（環境保全活動、体験学習の場としての活用など）【再掲】 

・海に親しみ、理解を深めるための体験学習の推進 
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 基本目標３  経済を活性化し、安定的な雇用を創出する  

● 産業の育成、創業の支援などによる雇用創出と地域資源を活かした魅力づくりを進め、就職したい

人の希望をかなえます。 

 

基本的方向 

● 本町の産業構造や自然環境など地域特性を最大限に活かし、農業や漁業、製造業、サービス業な

どの産業振興を進めるとともに、就労支援や相談業務の充実を図り、関係機関と連携し、安心し

て就労できる環境づくりを進め、住民及び移住者の雇用機会の確保・創出を進めます。 

数値目標 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

町の取組による雇用創出数（累計） 105 人 210 人 

従業者数（単年度）※1 
3,597 人（公務を除く） 

（2016 年） 
3,800 人 

※1 経済センサス-活動調査 

 

具体的な施策と重要業績評価指標（KPI） 

１）地域資源を活かしたまちの魅力強化 

● 新たな企業を誘致するため、時代に即し、企業のニーズに応える優遇措置の充実に関する検討や

トップセールスに取り組みます。また、新たなビジネスに挑戦する気風を醸成するため、起業に

関する相談体制の充実や資金面での支援などを進めます。 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

事業所数（単年度）※1 
452 事業所（公務を除く） 

（2016 年） 
470 事業所 

※1 経済センサス-活動調査 

 

《具体的な事業》 

・企業誘致の推進（関西電力多奈川発電所跡地・旧多奈川第二発電所用地） 

・創業支援の強化（創業支援セミナーの開催、創業・新規開業の金融支援の検討など） 

 

２）地域産業の競争力強化 

● 地域産業の成長・発展を図るため、商工会や金融機関、大学などと連携し、各種産業の競争力強

化、経営強化を図ります。また、地場産品などの販路拡大を推進するとともに、商品開発力の強

化を図ります。  
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重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

事業所数（単年度）（再掲）※1 
452 事業所（公務を除く） 

（2016 年） 
470 事業所 

道の駅への出荷件数（単年度） 
130 件 

（2019 年） 
164 件 

※1 経済センサス-活動調査 

 

《具体的な事業》 

・既存企業への支援（経営関係セミナーの開催、操業の金融支援の検討など） 

・農業・漁業の活性化（生産基盤の整備、農業法人との連携、新規就業者や後継者の確保・育成の支

援、６次産業化への支援、道の駅での農水産物の販売支援など） 

・遊休農地の活用（市民農園、資源・景観作物栽培の支援、シルバー人材センターと連携した休耕地

の活用など） 

・地域資源を活かした“みさきブランド”の確立（地域特産品の開発支援、販路開拓の支援など）【再掲】 

・地元特産品のふるさと納税謝礼品への活用、インターネットを活用した販売の支援 

・森林資源の育成・活用（森林環境譲与税などの活用） 

 

３）雇用対策の推進 

● 地域産業の労働力を確保するため、事業所と求職者のマッチングや人材育成など、雇用・就業の

支援を図るとともに、女性のキャリア・アップなどに向けた支援、高齢者の就労支援などを促進

します。 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

地域就労支援事業による就職件数（累計） 162 件 327 件 

シルバー人材センター登録者数（単年度） 
178 人 

（2019 年） 
190 人 

 

《具体的な事業》 

・ワーク・ライフ・バランスの推進（男女共同参画事業の推進、地域就労支援事業の推進など）【再掲】 

・高齢者の就労の支援（シルバー人材センターの活動支援など） 

・大学との連携の推進（インターンシップの受入など） 

・新たな技能を身につける職業訓練やリカレント教育の推進 

・テレワークの推進【再掲】 
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 基本目標４  安全・安心な暮らしができる魅力的なまちをつくる  

● 地域力・住民力を活かし、人口減少社会に対応した安全・安心かつ快適で利便性の高いまちを創出

します。 

 

基本的方向 

● 超高齢社会に対応し、誰もが住み慣れた地域の中で元気にいきいきと安心して生活できる環境整

備を住民と行政との協働のもとで進めます。また、災害に強いまちづくりの観点からも、これま

でに整備した都市施設の維持更新を含めて、引き続き都市基盤の計画的な整備を進め、安全で快

適な暮らしを守るまちづくりを進めます。 

数値目標 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

これからも岬町に住み続けたいと思っている 

住民の割合（単年度）※ 

66.0％ 

（2019 年） 
70％ 

岬町での生活に満足している住民の割合（単年度）※ 
62.9％ 

（2019 年） 
70％ 

※ 第５次総合計画策定に関する住民意識調査 

 

具体的な施策と重要業績評価指標（KPI） 

１）生活インフラの確保 

● 生活利便性の向上、災害時の避難経路・物資輸送路の確保など、安心して暮らせる環境を構築す

るため、町内及び広域における交通ネットワークを充実するとともに、限られた財源の下で持続

可能な社会基盤を維持するための取組を進めます。 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

コミュニティバス利用者数（単年度） 129,969 人 136,500 人 

小売事業者数（単年度）※1 
108 事業者 

（2016 年） 
120 事業者 

下水道処理人口普及率（単年度）※2 78.8％ 79.0％ 

※1 経済センサス-活動調査 ※2 目標年次の普及率については、社会資本整備に基づいた数字を採用しています。 

 

《具体的な事業》 

■交通環境の整備 

・地域公共交通の確保（コミュニティバス路線の再構築、南海多奈川線の活性化、公共交通事業者と

連携したイベント開催など） 

・幹線道路網の整備（第二阪和国道 4 車線化、町道西畑線）【再掲】 

・（仮称）町道池谷向出連絡線整備事業 

・町道美化センター連絡線整備事業 
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・町道岬海岸番川線整備事業 

・自転車走行空間の整備の検討【再掲】 

・交通結節機能の向上（公共交通の接続、駅前広場の整備検討） 

・公共インフラの最適化（機能向上や維持管理の効率化、適時・適切な老朽化対策の推進、公共施設

の統廃合の検討） 

 

■その他 

・地域商店の活性化の支援 

・公共空間の活用方策の検討（深日保育所跡地など） 

・子どもや子育て世代に優しい公共施設の整備【再掲】 

 

２）安全・安心な暮らしの確保 

● 安全で安心して暮らし続けられるまちとするため、地震や風水害など様々な生活を脅かすリスク

に備え、地域における防災力の強化に取り組みます。また、地域ぐるみで犯罪のない住みよいま

ちづくりを進めます。 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

自主防災組織数（累計） 48 団体 53 団体 

刑法犯罪発生件数（単年度）※1 85 件 77 件 

防犯カメラ設置台数（累計） 47 件 52 件 

※1 大阪府警察「刑法犯罪種及び手口別発生市区町村別認知件数」 

 

《具体的な事業》 

■防災・減災の対策 

・防災拠点の整備（防災用品、防災倉庫の整備など） 

・地域防災力の強化（消防団員の確保、資機材の整備、自主防災組織の強化、防災講演会の開催によ

る防災意識の啓発など） 

・岬町国土強靱化地域計画の推進 

・災害時の緊急物資輸送等災害拠点整備（深日港） 

■防犯の対策 

・良好な治安の維持（防犯灯や防犯カメラの設置、地域の見守り活動、防犯啓発の推進など） 

■交通安全の対策 

・交通安全の確保（交通安全施設の整備、交通危険個所の解消など） 

・自転車通行空間の整備 

■地域連携の推進 

・地域活動への参加支援（学校ボランティア、地域見守り活動、自主防災活動など） 

・空き家バンク制度の充実（空き家実態調査、登録空き家への支援、民間事業者との連携など）【再掲】 

・地域に開かれた学校づくりの推進【再掲】 
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３）誰もが健康で暮らしやすいまちづくりの推進 

● 住民一人ひとりが、心も体も健康でいきいきと生きがいを持って自立した生活が送れるようにす

るため、健康、福祉の取組を充実するとともに、子どもから大人まで幅広い世代の住民が生涯学

習やスポーツに親しむことができる環境を整えます。 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

いきいきパークみさきの利用者数（単年度） 
32,977 人 

（2019 年） 
39,000 人 

健康ふれあいセンターの利用者数（単年度） 
85,094 人 

（2019 年） 
96,000 人 

いきいきサロン開催数（単年度） 
101 回 

（2018 年度） 
102 回 

 

《具体的な事業》 

■健康・福祉の推進 

・在宅医療・介護連携の推進 

・生活支援体制の整備 

・認知症施策の推進 

・地域包括ケアシステムの構築 

・健康づくりの推進（特定健診・特定保健指導の実施、生活習慣病の予防啓発、健康ウォークの普及・

啓発、健康ふれあいセンター事業の充実など） 

・協議体活動の推進（新しい支え合い、助け合い社会の実現） 

■生涯学習・スポーツの推進 

・生涯学習の推進（地域の自然や歴史を学ぶ教室の開催、文化活動の支援、岬の歴史館の充実など） 

・スポーツに親しめる環境づくり（いきいきパークみさき及び岬町スポーツ広場の活用、スポーツイ

ベントの開催、マリンスポーツの普及など） 

■その他 

・高齢者の就労の支援（シルバー人材センターの活動支援）【再掲】 

・世代間交流の推進（高齢者と児童・生徒との交流事業の実施、児童・生徒のボランティア活動の推

進）【再掲】 

・自然環境の保全・活用の推進（環境保全活動、体験学習の場としての活用など）【再掲】 

・ボランティア・NPO と連携した里山・里海の整備・保全、アドプト活動の推進 
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４）地域コミュニティの活性化 

● 多様化する地域課題を解決し、活力ある地域コミュニティを形成するため、地域コミュニティの

活動を支援するとともに、住民や地域との協働のまちづくりを推進します。 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

自治区（会）加入率（累計） 
80.7％ 

（2019 年） 
85％ 

岬“ゆめ・みらい”サポート事業件数（単年度） 9 件 15 件 

 

《具体的な事業》 

・地域住民のまちづくり活動、コミュニティ活動、ボランティア活動の支援（岬ゆめみらい事業、コ

ミュニティ用品の貸出事業、学校安全ボランティアの推進など） 

・自治区活動の支援、自治区への加入の PR 

 

５）広域連携の推進 

● 広域化する行政課題に対応するため、周辺市町との連携強化や、結びつきが強い洲本市、和歌山

市など県境を越えた広域的な連携・交流を推進します。 

● 岡山県美咲町と「友好交流都市協定」及び「災害時相互応援協定」を締結し、幅広い分野で連携・

交流を推進します。【再掲】 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（2020 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

広域連携事業数（単年度） 
26 事業 

（2019 年） 
32 事業 

 

《具体的な事業》 

・近隣市町との事務事業の連携 

・近隣市町との共同事業の推進（イベント開催など） 

・近隣自治体などと連携した広域連携に資する海上交通ルートの整備の検討（深日港航路）【再掲】 

・岡山県美咲町との連携・交流（児童・生徒交流事業、特産品を活用した給食の実施、イベント開催

など）【再掲】 

・NPO などの地域づくりを担う組織や企業との連携 

・大学との連携の推進（フィールドワークの受入）【再掲】 
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 Ⅳ 戦略の推進  

 

（１）第２期岬町総合戦略の推進に向けて 

基本目標（１～４）の実現に向けて、関連施策・事業を推進するにあたり、岬町単独で取り組むの

ではなく、町内外の企業の人材・資金や国・府の施策・事業の活用、新技術の積極的な導入などによ

り、円滑で効果的な事業推進を図ります。 

また、SDGs のターゲットに関係する事業については、SDGs の視点から地域ぐるみの取組を推進

します。 

１）幅広い連携の推進 

①公民連携の推進 

・企業版ふるさと納税寄附活用事業【再掲】 

・企業版ふるさと納税（人材派遣型）の活用【再掲】 

・地域おこし協力隊の活用【再掲】 

・企業との連携協定の締結、企業提案の受け入れ 

②広域連携の推進【再掲】 

２）新しい時代の動きの活用 

①新技術の活用 

・ICT・IoT・ロボットなどの新技術の活用 

・Society5.0 の実現に向けたデジタル・トランスフォーメーション（DX）の推進 

②SDGs の実現 

・ターゲットの実現につながる取組の推進 

 

（２）第2期岬町総合戦略の推進体制 

総合戦略の推進にあたっては、「産・官・学・金・労・言」にわたる広い分野のステークホルダー

が相互に協力・補完し合い、民間活力を最大限に引き出すことが重要とされています。 

こうした体制による「岬町まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議」や町長を本部長とした庁内

の各部の長で構成する「岬町地方創生総合戦略推進本部」において、総合戦略の推進にあたっての意

見聴取、調整を図りながら推進します。 

 

（３）岬町総合戦略の効果検証の仕組み 

岬町総合戦略では、計画の終了する５年後（令和 7（2025）年度）を目標として、基本目標ごとに

アウトカム（成果）を重視した数値指標を設定するとともに、目標実現に向けて計画の進捗をマネジ

メントするため、その達成過程にも重要業績評価指標（KPI・Key Performance Indicators）を設定

します。 
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これらの数値を測定し、「岬町まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議」や「岬町地方創生総合

戦略推進本部」で、「PDCA メカニズム」を機能させ、内容によっては、その取組のあり方に改善を

加え、目標の実現を目指します。 

 

● 毎年度、岬町まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議を開催し、計画の進捗管理と効果検証

を行います。 

● 評価結果を町の長期的な施策展開に役立て、施策や事業の改善、予算に反映させます。 

● 評価結果の公表にあたっては、住民に分かりやすい内容や様式を用い、住民がまちづくりに対

して主体的に考える材料となるよう工夫します。 

 

 

 

 

 

 

 

  

Do(実行) 

Check(検証) 

Action(改善) 

Plan(計画) 

岬町まち・ひと・しごと 

創生総合戦略推進会議 

岬町地方創生 

総合戦略推進本部 
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 Ⅴ 参考  

 

第２期岬町総合戦略とＳＤＧｓの関連表  

 

 基本目標１ 基本目標２ 基本目標３ 基本目標４ 

１
移
住
・
定
住
の
⽀
援 

２
関
係
人
口
の
創
出
・
拡
大 

３
観
光
の
振
興 

４
タ
ウ
ン
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進 

１
結
婚
・
出
産
・
⼦
育
て
の
⽀
援 

２
次
代
を
担
う
人
材
の
育
成 

１
地
域
資
源
を
活
か
し
た
ま
ち
の
魅
⼒
強
化 

２
地
域
産
業
の
競
争
⼒
強
化 

３
雇
⽤
対
策
の
推
進 

１
⽣
活
イ
ン
フ
ラ
の
確
保 

２
安
全
・
安
⼼
な
暮
ら
し
の
確
保 

３
誰
も
が
健
康
で
暮
ら
し
や
す
い 

ま
ち
づ
く
り
の
推
進 

４
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
活
性
化 

５
広
域
連
携
の
推
進 

ゴール１ 

貧困をなくそう 

 

    ●          

ゴール２ 

飢餓をゼロに 

 

    ●          

ゴール３ 

すべての人に 

健康と福祉を 

 ●   ● ●   ●  ● ●   

ゴール４ 

質の高い教育を 

みんなに 

 ● ● ● ● ●     ● ● ●  

ゴール５ 

ジェンダー平等 

を実現しよう 

    ● ●   ●  ●  ●  

ゴール６ 

安全な水とトイレ 

を世界中に 

          ●    

ゴール７ 

エネルギーをみんなに 

そしてクリーンに 

           ●   

ゴール８ 

働きがいも経済 

成長も 

 ● ● ● ●  ● ● ● ●    ● 
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 基本目標１ 基本目標２ 基本目標３ 基本目標４ 

１
移
住
・
定
住
の
⽀
援 

２
関
係
人
口
の
創
出
・
拡
大 

３
観
光
の
振
興 

４
タ
ウ
ン
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進 

１
結
婚
・
出
産
・
⼦
育
て
の
⽀
援 

２
次
代
を
担
う
人
材
の
育
成 

１
地
域
資
源
を
活
か
し
た
ま
ち
の
魅
⼒
強
化 

２
地
域
産
業
の
競
争
⼒
強
化 

３
雇
⽤
対
策
の
推
進 

１
⽣
活
イ
ン
フ
ラ
の
確
保 

２
安
全
・
安
⼼
な
暮
ら
し
の
確
保 

３
誰
も
が
健
康
で
暮
ら
し
や
す
い 

ま
ち
づ
く
り
の
推
進 

４
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
活
性
化 

５
広
域
連
携
の
推
進 

ゴール９ 

産業と技術革新の 

基盤をつくろう 

      ● ●  ●     

ゴール１０ 

人や国の不平等 

をなくそう 

     ●         

ゴール１１ 

住み続けられる 

まちづくりを 

●  ● ● ● ●   ● ● ● ●  ● 

ゴール１２ 

つくる責任 

つかう責任 

 ● ●   ●      ●   

ゴール１３ 

気候変動に具体 

的な対策を 

 ● ●   ●      ●   

ゴール１４ 

海の豊かさを 

守ろう 

 ● ● ●  ●  ●  ●  ●   

ゴール１５ 

陸の豊かさも 

守ろう 

 ● ● ●  ●  ●    ●   

ゴール１６ 

平和と公正を 

すべての人に 

 ●   ● ●   ●  ● ●   

ゴール１７ 

パートナーシップで 

目標を達成しよう 

 ●  ● ● ●   ●  ● ● ●  
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 Ⅵ 用語解説  

 

用語 意味 ページ 

DMO 観光地域づくり法人。Destination Management/Marketing 

Organization の略で、地域の多様な関係者と協同して、観光地域づく

りを行う舵取り役となる法人のこと。 

18 

IoT Internet of Things の略で、「モノのインターネット」と呼ばれる。自

動車、家電、ロボット、施設などあらゆるモノがインターネットにつ

ながり、情報のやり取りをすることで、モノのデータ化やそれに基づ

く自動化などが進展し、新たな付加価値を生み出す。 

4,29 

ICT Information and Communication Technology(情報通信技術) の略。 4,19,22, 

29 

インフラ 道路・通信・公共施設など「産業や生活の基盤となる施設」のこと。 9,11,13, 

18,25,26,

31,32 

ＮＰＯ法人 様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し収益を分配すること

を目的としない団体のうち、特定非営利活動促進法に基づき法人格を

取得した法人。 

27,28 

学校安全ボラン

ティア 

子どもが安心して暮らせるために考えられた様々な活動の中から、特

に「他人から危害を受けないような対策」をボランティアとして行う

活動。 

28 

学校運営協議会 地域に根差した教育活動を充実させるため、学校、保護者、地域住民

が委員となって学校運営について協議を行う合議制の機関で、学校運

営、学校支援、学校評価について協議を行う。小中学校ごとを基本に

設置される。学校運営協議会制度を導入した学校を「コミュニティ・

スクール」と言う 

22 

葛城修験道 大阪と和歌山の府県境を東西に走る和泉山脈、大阪と奈良の府県境に

南北にそびえる金剛山地―総延長 112km に及ぶこの峰々一帯は「葛

城」と呼ばれ、修験道の開祖であると言われている役行者(えんのぎょ

うじゃ)が最初に修行を積んだ。世界遺産『紀伊山地の霊場と参詣道』

の一部である奈良の大峰山は、役行者が「葛城修験」を開いた後に移

った修行の地であるとされており、「葛城修験」は、この大峰山ととも

に、修験者たちにとって最も重要な行場であり、必ず修行しなければ

ならない地であるとされてきた。 

18 

関係人口 移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、

地域や地域の人々と多様に関わる人々のこと。人口減少や高齢化によ

り、地域づくりの担い手が不足している地域においては、「関係人口」

として地域外の人材に地域づくりの担い手になることが期待されてい

る。 

2,13,16, 

17,31,32 

交通結節 人や物の輸送において、複数の同種あるいは異種の交通手段の接続の

こと。また、接続が行われる場所を、交通結節点といい、鉄道ではタ

ーミナル駅・乗換駅、バスではバスターミナル、道路交通ではインタ

ーチェンジ・ジャンクションなどをいう。 

26 

交流人口 通勤・通学、文化、スポーツ、買い物、観光など人々の交流により町

を訪れる人口。 

16 

コミュニティ 居住地域を同じくし、利害を共にする共同社会。町村・都市・地方な

ど、生産・自治・風俗・習慣などで深い結びつきをもつ共同体。 

9,11,13, 

20,25,28,

31,32 
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持続可能な開発

目標（SDGｓ） 

「Sustainable Developmental Goals」の略で、2015 年９月の国連

サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」

にて記載された 2016 年から 2030 年までの国際目標のこと。「誰一人

取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある世界を実現するため

の 17 のゴール・169 のターゲットから構成されている。「普遍性（す

べての国が行動）」、「包摂性（誰一人取り残さない）」、「参画型（すべ

てのステークホルダーが役割を）」、「統合性（社会・経済・環境に統合

的に取り組む）」、「透明性（定期的にフォローアップ）」の５つの特徴

がある。 

5,29,31 

森林環境譲与税 パリ協定の枠組みの下におけるわが国の温室効果ガス排出削減目標の

達成や災害防止を図るため、森林整備などに必要な地方財源を安定的

に確保する観点から、森林環境税とともに創設された税制度。森林環

境税は、令和 6 年度から国内に住所を有する個人に対して課税される

国税であり、市区町村において、個人住民税均等割と併せて一人年額

千円が課税される。その税収は、全額が森林環境譲与税として都道府

県・市区町村へ譲与され、都道府県・市区町村が、それぞれの地域の

実情に応じて森林整備及びその促進に関する事業を幅広く弾力的に実

施するための財源として活用する。 

24 

ステークホル 

ダー 

行政・企業・NPO などの活動によって直接・間接的な影響を受ける利

害関係者 

5,29 

生活習慣病 食生活や運動、休養、喫煙、飲酒などの生活習慣が、発症や進行に大

きく関与する慢性の病気の総称。がん、心疾患、脳血管疾患、糖尿病、

高血圧性疾患などを指す。 

27 

Society5.0 情報社会（Society4.0）に続く新たな社会のこと。社会の変革（イノ

ベーション）を通じて、これまでの閉塞感を打破し、希望のもてる社

会、世代を超えて互いに尊重し合える社会、一人ひとりが快適で活躍

できる社会。IoT やビッグデータを活用することによって、経済発展と

社会的課題の解決を目指すことで、より質の高い生活を実現する社会。 

1,2,4,29 

多奈川地区多目

的公園 

関西国際空港二期事業の土砂採取・供給工事の跡地にある「公園・緑

地ゾーン」「健康・交流ゾーン」「事業活動ゾーン」が一体となった多

機能型の多目的公園。 

23 

地域就労支援事

業 

働く意欲がありながら様々な就労阻害要因を抱えている就職困難者に

対し、雇用・就労支援を行う事業。 

10,21,24 

地域包括ケアシ

ステム 

重度な要介護状態になっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを

人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・

生活支援が一体的に提供される支援体制。厚生労働省が提唱し、団塊

の世代が 75 歳以上となる令和 7 年（2025 年）を目途に、全国の市

町村で構築に取り組んでいる。 

27 

定住人口 その自治体に住んでいる人の数。 16 

デジタル・トラン

スフォーメーシ

ョン（DX） 

ICT の浸透が人々の生活をあらゆる面でよりよい方向に変化させるこ

と。ウメオ大学（スウェーデン）のエリック・ストルターマン教授が

2004 年に提唱した概念。 

29 

テレワーク ICT（情報通信技術）を利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な

働き方。自宅を就業場所とする在宅勤務や、施設に依存しないモバイ

ルワーク、サテライトオフィスなどを就業場所とする施設利用型など

がある。 

17,24 

都市施設 道路、公園、水道、下水道など、都市の骨格を形成するとともに、円

滑な都市活動を確保し、良好な都市環境を保持するための施設。 

25 

フットパス 地域に昔からある風景を、楽しみながら歩くことができる歩行者専用

の路地。 

18 



34 

プラットフォーム サービスやシステム、ソフトウェアを提供・カスタマイズ・運営する

ために必要な「共通の土台（基盤）となる標準環境」。 

18 

遊休農地 高齢化、過疎化による人手不足で、過去１年間耕作されたことがなく、

今後数年の間に再び耕作する意思のない農地。 

24 

リカレント教育 職業人を中心とした社会人に対して学校教育の修了後、いったん社会

に出た後に行われる教育であり、職場から離れて行われるフルタイム

の再教育のみならず、職業に就きながら行われるパートタイムの教育

も含む。 

24 

６次産業化 農林漁業者（１次産業従事者）が原材料供給者としてだけではなく、「地

域資源」（農林水産物、バイオマス、自然エネルギーなど）を有効に活

用し、加工（2 次産業）・流通や販売（3 次産業）に取り組む経営の多

角化を進め、農山漁村の雇用確保や所得の向上を目指すこと。 

24 

ワークショップ 色々な立場の人がアイデアを出し合い、課題の設定、提案の作成、実

現のための仕組みの検討など、協同で学び合意形成をはかるための集

まり。 

17 

ワーク・ライフ・

バランス 

誰もが、仕事、家庭生活、地域活動、個人の自己啓発など、様々な活

動を自分の希望するバランスで実現できる状態のこと。職場における

育児休業、介護休業などの取得の促進、これらを取得しやすい職場の

雰囲気づくりなどが求められる。ワーク・ライフ・バランスの実現が、

多様な働き方、生き方を選択できる社会の実現につながるものである。 

21,24 

 

 


